
 

○岡山市屋外広告物規則 

平成８年３月１５日 

市規則第３１号 

改正 平成１３年３月２２日市規則第３０号 

平成１３年９月２６日市規則第２１０号 

平成１４年３月１日市規則第３４号 

平成１６年１２月２７日市規則第１８２号 

平成１７年７月１５日市規則第４０４号 

平成１７年９月１３日市規則第４４６号 

平成１８年３月２０日市規則第６０号 

平成１８年５月８日市規則第１３８号 

平成１９年１月１９日市規則第６５号 

平成１９年５月１５日市規則第２５９号 

平成２１年１月２８日市規則第８号 

平成２３年３月１６日市規則第２７号 

平成２３年１２月１９日規則第１４４号 

令和元年５月２７日市規則第１０号 

令和３年３月１８日市規則第２０号 

（趣旨） 

第１条 この規則は，屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号。以下「法」という。）及び岡山市屋

外広告物条例（平成７年市条例第５１号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において「禁止地域」とは，条例第４条第１項各号に掲げる地域及び場所をい

う。 

２ この規則において「許可地域」とは，本市の区域のうち，禁止地域以外の区域をいう。 

３ この規則において「第１種低層住居専用地域」，「第２種低層住居専用地域」，「近隣商業地

域」，「商業地域」，「準工業地域」，「工業地域」又は「工業専用地域」とは，都市計画法（昭和４

３年法律第１００号）第８条第１項第１号の規定により定められた第１種低層住居専用地域，第

２種低層住居専用地域，近隣商業地域，商業地域，準工業地域，工業地域又は工業専用地

域をいう。 

４ この規則において「色」とは，広告物又は広告物を掲出する物件（以下「広告物等」という。）の

表示面の塗装，フィルム，プラスチックその他これらに類する物の色をいう。 



 

５ この規則において「地色」とは，文字その他の具象的な図柄以外の地の色をいう。 

６ この規則において「赤」，「黄赤」，「黄」，「紫」又は「赤紫」とは，日本産業規格のマンセル表色

系の色相の赤，黄赤，黄，紫又は赤紫をいう。 

７ この規則において「彩度」又は「明度」とは，日本産業規格のマンセル表色系の彩度又は明度

をいう。 

８ この規則において「けばけばしい色」とは，彩度が８以上の色をいう。 

９ この規則において「暗色」とは，明度が３未満の色をいう。 

（許可地域の種別） 

第３条 条例第７条第２項の規定による許可地域の種別及び当該種別に含む区域は，次のとお

りとする。 

(1) 第１種許可地域 許可地域のうち，次に掲げる地域で市長が指定する区域 

ア 第１種低層住居専用地域及び第２種低層住居専用地域 

イ 禁止地域，第１種低層住居専用地域及び第２種低層住居専用地域に準ずる地域で，特

に良好な環境及び優れた景観を維持すべき地域 

(2) 第２種許可地域 許可地域のうち，次に掲げる地域（第１種許可地域を除く。）で市長が指

定する区域 

ア 道路及び鉄道等の区間 

イ 道路及び鉄道等に接続する地域 

ウ その他良好な環境及び優れた景観を維持すべき地域 

(3) 第３種許可地域 許可地域のうち，第１種許可地域及び第２種許可地域以外の区域 

２ 市長は，前項の規定による指定をし，又はこれを変更したときは，その旨を告示するものとす

る。 

（許可の申請） 

第４条 条例第７条第１項又は第８条第３項の規定により広告物等の表示又は設置の許可を受

けようとする者は，屋外広告物表示（掲出物件設置）許可申請書（様式第１号）を正副２通市長

に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 形状，寸法，材料，構造，照明，意匠及び色彩に関する図面及び仕様書 

(2) 建築物等との位置関係及び他の広告物の状況が分かる図面 

(3) 設置場所及び周囲の道路，鉄道等の位置関係が分かる図面 

(4) 設置場所が他人の所有又は管理に属するときは，承諾書又は使用許可書の写し 

(5) 屋外広告物（掲出物件）自己点検結果報告書（様式第２号。申請時において広告物等の表

示又は設置の日から１年以上の期間を経過している場合に限る。ただし，広告物等の表示



 

面積が１平方メートル未満の場合（地上から広告物等の上端までの高さが４メートルを超え

るものを除く。），当該広告物等がはり紙若しくははり札等の場合又は屋外広告物（掲出物

件）資格者点検結果報告書（様式第２号の２）を提出した場合を除く。） 

(6) 屋外広告物（掲出物件）資格者点検結果報告書（申請時において広告物等の表示又は設

置の日から１年以上の期間を経過している場合であって，かつ，条例第２０条第２項の点検

の義務を負うときに限る。） 

３ 前項第５号及び第６号の報告書は，第１項の申請前３月以内に実施した点検の結果に基づき

作成されたものでなければならない。 

４ 市長は，第１項の許可の申請がはり紙，はり札等，広告旗，立看板等，懸垂幕その他の簡易

な広告物等に関する場合において，当該申請書に添付すべき書類の全部又は一部を不要と

認めるときは，当該書類の提出を省略させることができる。 

（適用除外の基準） 

第５条 条例第８条の適用除外の基準及び許可基準は，別表第１のとおりとする。 

２ 表示し，又は設置しようとする広告物等が別表第１第６項の表及び第７項の表に掲げる基準

に適合しない場合であっても，岡山市景観条例（平成１９年市条例第６８号）第３１条に規定す

る岡山市景観審議会が，当該広告物等の形状，面積，色彩，意匠等が周辺の良好な景観又

は風致を害さないと認めるときは，当該広告物等はこれらの表に掲げる基準に適合しているも

のとみなす。 

（新たに禁止地域になった場合に関する特例） 

第６条 条例第９条の規則で定める堅固な既存広告物等は，鉄骨造り，石造りその他の耐久性

を有する構造により築造された広告板，広告塔その他これらに類するもので，かつ，建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号）第８８条第１項において準用する同法第６条第１項の規定により

建築主事の確認を受けたもの又はこれに準ずるものと市長が認めたものとする。 

２ 条例第９条の規定による許可を受けようとする者は，新たに禁止地域になった日から１年以

内に市長に申請しなければならない。この場合においては，第４条又は第７条の規定を準用す

る。 

３ 条例第９条の規則で定める期間は，３年間とする。 

（許可の期間） 

第６条の２ 条例第１０条第２項の規則で定めるものは，申請時において広告物等の表示又は設

置の日から１年を経過していないもの又は条例第２０条第２項の点検を実施したものとする。 

（更新の許可申請） 



 

第７条 条例第１１条第１項の規定により許可期間の更新の許可を受けようとする者は，当該許

可期間満了の１０日前までに屋外広告物表示（掲出物件設置）更新許可申請書（様式第３号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には，条例第２０条第１項の規定による屋外広告物（掲出物件）自己点検結果

報告書を添付しなければならない。ただし，当該広告物等の表示面積が１平方メートル未満の

場合（地上から広告物等の上端までの高さが４メートルを超えるものを除く。），従前の許可期

間が１月以内の場合又は当該広告物等がはり紙若しくははり札等の場合又は屋外広告物（掲

出物件）資格者点検結果報告書を提出した場合は，この限りでない。 

３ 条例第２０条第２項の規定により点検の義務を負う場合，第１項の申請書には，屋外広告物

（掲出物件）資格者点検結果報告書を添付しなければならない。 

４ 前２項の報告書は，第１項の申請前３月以内に実施した点検の結果に基づき作成されたもの

でなければならない。 

（点検） 

第７条の２ 条例の規定による許可の期間が１年を超える場合には，条例第２０条第１項の規定

による点検を１年に１回実施し，条例第１１条第１項の規定による許可を受ける又は当該広告

物等を除却するまでの間，その結果を保管しなければならない。 

２ 条例第２０条第２項の規則で定める広告物又は掲出物件は，地上から広告物等の上端まで

の高さが４メートルを超えるものとする。ただし，次のいずれかに該当するものを除く。 

(1) はり紙及びはり札等 

(2) 建築物の壁面等に直接塗装して表示するもの 

(3) 従前の許可期間が１月以内のもの 

３ 条例第２０条第２項の規則で定める者は，次に掲げる者（第４号又は第５号に掲げる者にあっ

ては，条例第３４条第１項の講習会の課程を修了した者又は条例第３５条第１項第１号に掲げ

る者に限る。）とする。 

(1) 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第１項に規定する建築士の資格を有する者

（木造建築士を除く。） 

(2) 建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）第６条の５第１項に規定する特定建

築物調査員資格者証の交付を受けている者 

(3) 屋外広告業の事業者団体が公益目的事業として実施する広告物又は掲出物件の点検に

関する技能講習を修了した者 

(4) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条第１項の技術検定（建設業法施行令（昭和３

１年政令第２７３号）第３４条第１項の表検定種目の欄に掲げる建築施工管理，電気工事施

工管理の種目に係るもので１級に限る。）に合格した者 



 

(5) 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第４４条第１項に規定する第１種電気主任技術者

免状，第２種電気主任技術者免状又は第３種電気主任技術者免状の交付を受けている者 

４ 条例第２０条第２項の点検を行う者は，屋外広告物の点検に関する知識及び技術の向上を

図るよう努めるものとする。 

 （変更等の許可申請） 

第８条 条例第１２条第１項の規定により変更又は改造の許可を受けようとする者は，屋外広告

物（掲出物件）変更（改造）許可申請書（様式第４号）を正副２通市長に提出しなければならな

い。 

２ 第１５条の規定は，広告物等の変更又は改造を完了した場合について準用する。 

（許可を要しない軽微な変更等） 

第９条 条例第１２条第１項ただし書の規則で定める軽微な変更又は改造は，次に掲げるとおり

とする。 

(1) 既設の広告物等の表示内容，意匠若しくは色彩又は特に付された条件に変更を加えない

程度の修繕，補強又は塗替え 

(2) 劇場，映画館等の常設興行場が広告物を掲出する物件の位置及び形状を変更することな

く行う，興行内容を表示する広告物の短期かつ定期的な変更 

(3) 掲示板の位置及び形状を変更することなく行う，当該掲示板に表示される新聞，ポスター

等の広告物の短期かつ定期的な変更 

(4) 店舗，事業所等が自己の店舗，事業所等の建物の壁面に設けた懸垂幕を掲出する装置

の位置及び形状を変更することなく行う，当該装置に表示される自己の営業内容等を表示

する懸垂幕の短期かつ定期的な変更 

(5) 路線バス又は路面電車の車体に設けた広告物を掲出する装置の位置及び形状を変更す

ることなく行う，当該装置に表示される広告物の変更 

（許可基準） 

第１０条 条例第１３条第１項の規定による許可基準は，別表第２のとおりとする。 

（許可地域の種別に変更があった場合に関する特例） 

第１１条 許可地域の種別（第１種許可地域，第２種許可地域又は第３種許可地域のいずれであ

るかの区分をいう。）に変更があった際，当該地域又は場所に現に適法に表示され，又は設置

されている広告物等についての前条の許可の基準の適用については，なお従前の例による。

ただし，当該広告物等を変更し，又は改造するときは，この限りでない。 

（新たに用途地域が定められた場合等に関する特例） 

第１２条 都市計画法第１５条第１項の規定により，同法第８条第１項第１号に規定する用途地域

が定められた際（同法第２１条第１項の規定により用途地域が変更された場合を含む。），当該



 

地域又は場所に現に適法に表示され，又は設置されている広告物等についての第１０条の許

可の基準の適用については，なお従前の例による。ただし，当該広告物等を変更し，又は改造

するときは，この限りでない。 

（広告物等の総表示面積の規制の基準） 

第１３条 条例第１４条の基準は，別表第３のとおりとする。 

（許可の通知） 

第１４条 市長は，条例第７条第１項，第８条第３項又は第１２条第１項の規定により許可をすると

きは，申請書の１通に許可の旨を表示して申請者に交付するものとし，条例第１１条第１項の

規定により許可をするときは，屋外広告物表示（掲出物件設置）更新許可書（様式第５号）を申

請者に交付するものとする。 

（表示又は設置の完了の届出） 

第１５条 広告物等の表示又は設置の許可を受けた者は，その表示又は設置を完了したときは，

直ちに，屋外広告物表示（掲出物件設置）完了届（様式第６号）を市長に提出しなければならな

い。ただし，当該許可の期間が１月以内の場合又は当該許可がはり紙若しくははり札等に係る

ものである場合は，この限りでない。 

（許可証等） 

第１６条 条例第１５条に規定する許可の証票並びに押印及び打刻印は，様式第７号のとおりと

する。 

（管理者等の届出） 

第１７条 条例第１９条の規定による届出は，屋外広告物管理者設置届（様式第８号）又は屋外

広告物設置者（管理者）変更届（様式第９号）により行うものとする。 

（除却の届出） 

第１８条 条例第２１条第２項の規定による届出は，屋外広告物（掲出物件）除却完了届（様式第

１０号）により行うものとする。 

（違反広告物である旨の表示） 

第１９条 条例第２５条の規定による違反広告物である旨の表示は，様式第１１号による表示書

を当該違反広告物等にはり付けして行うものとする。 

（公示の場所等） 

第１９条の２ 条例第２５条の３第１項第１号に規定する規則で定める場所は，都市整備局都市・

交通部都市計画課（以下「都市計画課」という。）又は各区役所地域整備課（以下「地域整備

課」という。）とする。 

２ 前項に規定する場所への公示は，都市計画課長又は地域整備課長の決裁を得て行うものと

する。 



 

（保管広告物等一覧簿） 

第１９条の３ 条例第２５条の３第２項に規定する保管広告物等一覧簿は，様式第１１号の２とし，

同項に規定する規則で定める場所は，都市計画課又は地域整備課とする。 

（売却する場合の手続） 

第１９条の４ 条例第２５条の６に規定する保管した広告物又は掲出物件の売却は，岡山市契約

規則（平成元年市規則第６３号）の規定により行うものとする。 

（受領書） 

第１９条の５ 条例第２５条の７に規定する受領書は，様式第１１号の３とする。 

（費用の額） 

第１９条の６ 条例第２５条の８に規定する所有者等から徴収する費用は，はり紙１枚について３

５０円，はり札等１枚について５５０円，広告旗（これを支える台を含む。）１本について１,０００円，

立看板等（これらを支える台を含む。）１個について１,０００円とする。ただし，市長が特段の理

由があると認めるときは，この限りでない。 

（身分を示す証明書） 

第２０条 条例第２６条第２項に規定する身分を示す証明書は，様式第１２号によるものとする。 

（モデル地区基本方針の公告） 

第２１条 条例第２９条第３項（同条第５項において準用する場合を含む。）の規定による公告は，

次に掲げる事項について行うものとする。 

(1) モデル地区の名称 

(2) モデル地区の区域又は予定区域 

(3) モデル地区基本方針の名称 

(4) モデル地区基本方針の決定又は変更の案の概要 

(5) モデル地区基本方針の決定又は変更の案の縦覧場所 

（広告物協定地区の指定） 

第２２条 条例第３２条第１項の規定により広告物協定地区の指定を受けようとする者は，広告

物協定書を作成し，その代表者により市長に申請しなければならない。 

２ 条例第３２条第３項の規定による広告物協定地区の指定は，広告物協定が次に掲げる要件

を満たす場合について行うものとする。 

(1) 広告物協定の内容が広告物協定地区の景観及び環境に適合していること。 

(2) この規則に基づく基準及び許可基準と食い違わないこと。 

(3) 町内会，商店街等の区域その他相当規模の一団の土地又は相当の区間にわたる土地の

区間を対象としていること。 

(4) 有効期間が５年以上であること。 



 

(5) 広告物協定に係る土地の区域内における土地の所有者及び建築物，広告物等その他工

作物の所有を目的とする地上権又は賃借権を有する者（当該土地及び建築物，広告物等そ

の他工作物を管理する者を含む。）の３分の２以上の合意によるものであること。 

（登録の更新） 

第２３条 条例第３３条第３項の規定により屋外広告業の更新の登録を受けようとする者は，そ

の者が現に受けている登録の有効期間満了の３０日前までに申請しなければならない。 

（登録の申請） 

第２３条の２ 条例第３３条の２第１項に規定する登録申請書は，屋外広告業登録申請書（様式

第１３号）とする。 

（申請書の添付書類） 

第２３条の３ 条例第３３条の２第２項に規定する規則で定める書類は，次に掲げるものとする。 

(1) 申請者が個人である場合にあっては，申請者（当該申請者が屋外広告業に関して成年者

と同一の行為能力を有しない未成年者である場合にあっては，当該申請者及びその法定代

理人（法定代理人が法人である場合にあってはその役員を含む。以下同じ。））の住民票の

抄本又はこれに代わる書面及び略歴書 

(2) 申請者が法人である場合にあっては，登記事項証明書並びにその役員の住民票の抄本

又はこれに代わる書面及び略歴書 

(3) 申請者が法人である場合にあってはその役員（業務を執行する社員，取締役，執行役又

はこれらに準ずる者をいう。以下同じ。），営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未

成年者である場合にあってはその法定代理人が条例第３３条の４第１項各号に該当しない

者であることを証する誓約書 

(4) 登録申請者が選任した業務主任者が条例第３５条第１項各号のいずれかに該当する者で

あることを証する書面 

(5) 業務主任者の住民票の抄本又はこれに代わる書面 

(6) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類 

２ 前項に掲げる書面の様式は，次に掲げるとおりとする。 

(1) 前項第１号及び第２号に規定する略歴書 様式第１４号 

(2) 条例第３３条の２第２項に規定する誓約する書面及び前項第３号に規定する誓約書 様式

第１５号 

（登録の通知） 

第２３条の４ 条例第３３条の３第２項の規定による通知は，屋外広告業登録済証（様式第１６号）

の交付をもって行うものとする。 

（登録事項の変更の届出） 



 

第２３条の５ 条例第３３条の５第１項の規定による届出は，屋外広告業登録事項変更届（様式

第１６号の２）により行うものとし，当該変更が次の各号に掲げるものであるときは，当該各号

に掲げる書面を添付しなければならない。 

(1) 条例第３３条の２第１項第１号に掲げる事項の変更 個人にあっては，住民票の抄本又は

これに代わる書面，法人にあっては，登記事項証明書 

(2) 条例第３３条の２第１項第２号に掲げる事項の変更（商業登記の変更を必要とする場合に

限る。） 登記事項証明書 

(3) 条例第３３条の２第１項第３号に掲げる事項の変更 第２３条の３第１項第２号及び同条同

項第３号に規定する書面 

(4) 条例第３３条の２第１項第４号に掲げる事項の変更 第２３条の３第１項第１号及び同条同

項第３号に規定する書面 

(5) 条例第３３条の２第１項第５号に掲げる事項の変更 第２３条の３第１項第４号及び同条同

項第５号に規定する書面 

(6) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類 

（廃業等の届出） 

第２３条の６ 条例第３３条の７に規定する届出は，屋外広告業廃業等届（様式第１６号の３）によ

り行うものとする。 

（標識の掲示） 

第２３条の７ 条例第３３条の９に規定する規則で定める事項は，次に掲げる事項とする。 

(1) 法人である場合にあっては，その代表者の氏名 

(2) 登録番号及び登録年月日又は届出番号及び届出年月日 

(3) 業務主任者の氏名 

(4) 前３号に掲げるもののほか，市長が必要と認める事項 

２ 条例第３３条の９の規定により屋外広告業者が掲げる標識は，条例第３３条の登録を受けた

者にあっては屋外広告業登録票（様式第１６号の４）により，条例第３３条の１４の届出をした者

にあっては特例屋外広告業届出票（様式第１６号の５）によるものとする。 

（帳簿の記載事項等） 

第２３条の８ 条例第３３条の１０の規定により屋外広告業者が備える帳簿の記載事項は，次に

掲げる事項とする。 

(1) 注文者の商号，名称又は氏名及び住所 

(2) 広告物の表示又は掲出物件の設置の場所 

(3) 表示した広告物又は設置した掲出物件の名称又は種類及び数量 

(4) 表示した広告物の内容 



 

(5) 当該表示又は設置の年月日 

(6) 請負金額 

２ 前項各号に掲げる事項が電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク，シー・ディー・

ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物（以下

「磁気ディスク等」という。）に記録され，必要に応じ屋外広告業者の営業所において電子計算

機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるときは，当該記録をもって帳簿への記載に

代えることができる。 

３ 第１項の帳簿（前項の規定により記録が行われた同項のファイル又は磁気ディスク等を含

む。）は，広告物の表示又は設置の契約ごとに作成しなければならない。 

４ 屋外広告業者は，第１項の帳簿（第２項の規定による記録が行われた同項のファイル又は磁

気ディスク等を含む。）を各事業年度の末日をもって閉鎖するものとし，閉鎖後５年間営業所ご

とに当該帳簿を保存しなければならない。 

（監督処分簿の備付け等） 

第２３条の９ 条例第３３条の１２第２項に規定する屋外広告業者監督処分簿は，様式第１６号の

７によるものとし，都市計画課において公衆の閲覧に供するものとする。 

２ 条例第３３条の１２第２項の規則で定める事項は，次のとおりとする。 

(1) 処分を行った者 

(2) 処分を受けた屋外広告業者の商号，名称又は氏名及び住所 

(3) 処分を受けた屋外広告業者の営業所の名称及び所在地 

(4) 処分を受けた屋外広告業者の登録（届出）番号 

(5) 処分の根拠となる法令の条項 

(6) 処分の内容 

(7) 処分の原因となった事実 

(8) その他市長が必要と認める事項 

３ 屋外広告業者監督処分簿は，処分１件ごとに作成するものとし，その保存期間は，それぞれ

当該処分の日から５年間とする。 

（特例に関する届出） 

第２３条の１０ 条例第３３条の１４第１項に基づく届出は，特例屋外広告業届（様式第１６号の８）

により行うものとする。 

２ 前項の規定による届出は，法第９条の規定により定められた岡山県又は倉敷市の条例に基

づく登録を受けていることを証する書面及び業務主任者が条例第３５条第１項各号のいずれか

に該当する者であることを証する書面を添付しなければならない。 



 

３ 前項の規定により届出を受理したときは，当該届出をした屋外広告業者に特例屋外広告業

届出済証（様式第１６号の９）の交付を行うものとする。 

４ 条例第３３条の１４第３項の規定に基づく屋外広告業の届出事項の変更の届出は，特例屋外

広告業届出事項変更届（様式第１６号の１０）により行うものとし，法第９条の規定により定めら

れた岡山県又は倉敷市の条例に基づく登録の変更の届出を行ったときから３０日以内に市長

に届け出なければならない。 

５ 条例第３３条の１４第３項の規定に基づく屋外広告業の廃止の届出は，屋外広告業廃業等届

（様式第１６号の３）により行うものとし，岡山県又は倉敷市の条例に基づく廃業等の届出を行

ったときから３０日以内に市長に届け出なければならない。 

（講習会） 

第２４条 条例第３４条第１項の規定による講習会（以下「講習会」という。）の講習科目は，次の

とおりとする。 

(1) 法，条例その他屋外広告物に関する関係法令 

(2) 屋外広告物の表示の方法 

(3) 屋外広告物の施工 

２ 市長は，次の各号のいずれかに該当する者に対し，その事実を証する書類を提出させて，前

項第３号の講習科目を免除することができる。 

(1) 建築士法第２条第１項に規定する建築士の資格を有する者 

(2) 電気工事士法（昭和３５年法律第１３９号）第３条に規定する電気工事士の資格を有する

者 

(3) 電気事業法第４４条第１項に規定する第１種電気主任技術者免状，第２種電気主任技術

者免状又は第３種電気主任技術者免状の交付を受けている者 

(4) 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に基づき，帆布製品製造に関し，職業訓

練指導員免許を受け，技能検定に合格し，又は職業訓練を修了した者 

３ 市長は，講習会を開催する日時，場所その他講習会の開催に関し必要な事項をあらかじめ

公告するものとする。 

４ 講習会を受けようとする者は，屋外広告物講習会受講申込書（様式第１７号）を市長に提出し

なければならない。 

５ 市長は，講習会修了者に屋外広告物講習会修了証書（様式第１８号）を交付するものとする。 

６ 講習会の運営に関する事務は，第３項の公告及び前項の講習会修了の判定を除き，他の者

に委託することができる。 

（屋外広告物除却員） 



 

第２５条 法第７条第２項から第４項までの規定により，条例第４条から第７条までの規定に違反

した広告物等を除却させるため，屋外広告物除却員を置く。 

２ 前項の屋外広告物除却員は，違反広告物等を除却しようとする場合にあっては，その身分を

示す証明書（様式第１２号）を携帯し，関係人の請求があったときは，これを提示しなければな

らない。 

附 則 

１ この規則は，平成８年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際，現に適法に表示され，又は設置されている広告物等で，岡山県屋外

広告物規則の一部を改正する規則（平成元年岡山県規則第４８号）附則第３項の規定により

岡山県屋外広告物規則（昭和４１年岡山県規則第２７号。以下「県規則」という。）第５条及び第

１４条の基準及び許可基準が適用されないもの（以下「既存広告物等」という。）については，第

５条及び第１０条の規定にかかわらず，同項の規定によりなお従前の例によることとされている

基準及び許可基準によるものとする。ただし，既存広告物等を変更し，又は改造するときは，こ

の限りでない。 

３ この規則の施行日前に県規則の規定により第３種許可地域に指定され，かつ，この規則の施

行の際第２種許可地域に指定した地域又は場所に現に適法に表示され，又は設置されている

広告物等に係る第１０条の許可基準の適用については，第３種許可地域の許可基準によるも

のとする。ただし，当該広告物等を変更し，又は改造するときは，この限りでない。 

４ 都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成４年法律第８２号）による改正後の

都市計画法第２章の規定により行う本市の用途地域に関する都市計画の決定に係る同法第２

０条第１項の告示がある日までの間は，第２条第３項中「「第１種低層住居専用地域」，「第２種

低層住居専用地域」」とあるのは「「第１種住居専用地域」」と，「第１種低層住居専用地域，第２

種低層住居専用地域」とあるのは「第１種住居専用地域」と，第３条第１号ア中「第１種低層住

居専用地域及び第２種低層住居専用地域」とあるのは「第１種住居専用地域」と，同号イ中「，

第１種低層住居専用地域及び第２種低層住居専用地域」とあるのは「及び第１種住居専用地

域」とする。 

５ 条例附則第１０項の規定により，条例の規定によりなされたものとみなされる電柱類広告物

巻付けの表示の許可を受けた者が，条例第１１条の規定による許可を受けようとする場合は，

表示方法に関する許可基準は適用しない。 

附 則（平成１３年市規則第３０号） 

この規則は，平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年市規則第２１０号） 

この規則は，公布の日から施行する。 



 

附 則（平成１４年市規則第３４号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１６年市規則第１８２号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１７年市規則第４０４号） 

この規則は，平成１７年８月１日から施行する。 

附 則（平成１７年市規則第４４６号） 

この規則は，平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１８年市規則第６０号） 

この規則は，平成１８年４月１日から施行し，改正後の第１９条の６の規定は，同日以後に除却

等を行った広告物又は掲出物件について所有者等から徴収する費用について適用し，同日前に

除却等を行った広告物又は掲出物件について所有者等から徴収する費用については，なお従

前の例による。 

附 則（平成１８年市規則第１３８号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年市規則第６５号） 

この規則は，平成１９年１月２２日から施行する。 

附 則（平成１９年市規則第２５９号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年市規則第８号） 

１ この規則は，平成２１年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表第２の規定は，この規則の施行日以後に許可を受ける広告物等について適用

し，施行日前に許可を受けた広告物等については，なお従前の例による。 

附 則（平成２３年市規則第２７号） 

この規則は，平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年規則第１４４号） 

この規則は，岡山市屋外広告物条例の一部を改正する条例（平成２３年市条例第８８号）の施

行の日から施行する。 

附 則（令和元年市規則第１０号） 

この規則は，令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和３年市規則第２０号） 

この規則中第１条の規定は令和３年４月１日から，第２条の規定は同年１０月１日から施行す

る。 



 

 

別表第１（第５条関係） （略） 

別表第２（第１０条関係） （略） 

別表第３（第１３条関係） （略） 

様式第１号から様式第１８号まで （略） 


